























































































































三次印パ戦争に至るまでを、大枠的に危機初期(1971年 3月 25日から 5月 18日)、危機
中期 (5月 18日から 9月末)、危機末期(10月から 11月 22日)そして、危機の激化から
全面戦争へ (11月 22日から 12月 17日)の四期に分けている。そのうち危機中期を、 7
月の機密訪中まで、8月 9日のソ印友好条約調印まで、ソ印友好条約の調印と三分割して、
それぞれを一章として論述している。
上記した基本命題に対して、概要以下のような結論を得ている。まず、「傾斜j と言えるか.
どうかについては、世界中のほとんどがバキスタンを非難したのに対して、ニクソン政権
が正式な非難を避けたこと、政治的解決より救済援助を優先すべきとパキスタンと同じ主
張をしたこと、その他の理由により、「傾斜j政策であったと言われても無理はない。しか
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し、危機に「巻き込まれないj ょう慎重をきし、パキスタンに対する直接的な軍事援助を
拒否し、中止した軍事援助が継続(発送)分よりはるかに多いので、「象徴的j な「傾斜j
でしかなかった。
第二の誰が「傾斜j 政策を主導したかについては、国務省とホワイトハワスの見解や政策
上の対立があったが、大統領の意向が優先された。国務省の見解に則った政策が採用され
ても、国務省に対する妥協の結果ではなく、ホワイトハウスが熟慮の上に決めたものであ
るとしている。したがって、アメリカが発注済で未発送の軍事援助を除くすべての軍事援
助を中止したのは、キッシンジャ}が言うように、国務省の妨害によるものではなかった。
第三の研究対象については、パキスタン側からすると、この「傾斜J政策.は政治的に軍事
(援助)的にも空洞であり、第三次印対戦争での惨敗の一因になったと見えた。外国から
の援助に依存する危険性を認識し、自国の手による安全保障の道を模索するようになり、
核開発に着手する起因となったとしている。
論文への講評
本論文は、政策決定過程論と歴史学(アメリカ外交)を融合したような論文であった。基
本命題は三つあるが、すべて明確に提示し、その答えを一次資料に基づいて詳細に論述し
た上で導き出しており、論理構成上も納得の行く議論を展開している。とくに、ニクソン・
ドクトリンの対南アジア政策を見事に描き出した点が、高く評価された。つまり、同ドク
トリンは主としてベトナム戦争の終結(撤退)を目指したが、そのためには米中国交回復
が大きく寄与する。その中国へのアクセスとしては、パキスタン・ルートしか結果的になく、
そのために「傾斜J と見られる政策を採用することになった、である。国家安全保障会
議などに関するニクソン・ペーパーやホワイトハウスの外交関連文書といった更なる一次
資料の入手が可能であるとの指摘がなされたが、入手可能であった資料という限定を設け
れば、説得力のある十分な立論であった。
ただし、こうした論理展開に異論はないものの、基本命題は一つに絞るのが通例であり、
第ーと第二は密接に関連しているので、この側面だけに焦点を当てて分析した方がよりよ
かったのではないか、第三の核開発に関する部分がやや場違いな感じを受けるなどとの指
摘も・あった。
政策決定過程に関しては、圏内・国際世論を背景とした連邦議会・国務省とホワイトハウス
の対立を、アメリカの圏内政治だけではなく、ソ連・中国・パキスタンの影響も考慮して明
確に描いている点も、高く評価された。もっとも、標準とされているアリソンのモデルに
沿った事例研究的なものにできれば、より大胆に分析できた可能性も否定できないとの指
摘もあった。こうした理論的側面はあまり言及されていないため、言及した方がより厚み
のある論文となった可能性が残る。
第三次印パ戦・争の結果、東西パキスタンが分裂しバングラデシュが独立するとは、当時誰
も予測できなかった。前二回の戦争は、本論文では敗北としているが、インド側に有利と
いえどもパキスタンの敗北と言い切れるものではなかった。引き分けといっても、間違い
ではない結果であった。だからこそ、三回目の完全な敗北はパキスタンにとって大きな衝
撃であり、その後の核開発に繋が勺た可能性も否定できないのではないだろうか、その点
の検討も必要ではないかとの指摘もあった。いずれにせよ、この間の大国の思惑を見事に
描き出しており、良く分かるように分析・説明したことは評価に値する。
国内世論の反対などとする言及があったが、具体的な数値を用いた証拠が提示されておら
ず、新聞などで報道された記事や連邦議員の発言で援用しているのは、改善の余地が残る
との指摘もされた。
以上のように、更なる改善可能な点はいくつかあるが、全体として論理展開が明確で説得
力があり、一次資料を精査してきちんと論拠を提示している点が高く評価された。
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